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恐 慌 論 研 究 の た め に

井 村 喜 代 子

.
-- 、 . . . ： . . . .  へ . . . .  

は し が き  ， '；

序 章 〈生産と消費の矛盾〉fcかんする基礎的考察 、

第 1 章く生産と消費の矛盾〉と再生産表式論 

第 1 節 『資本論』第 2 部第 3 篇の再生産表式分析 （以上(1)19卯年12月号)
第 2 節 「均等的拡大再生産j と 「(生庫力不変） I 部門の不均等的拡大」

第 1 項予備的考察一 - 舉純洱生産一 ^
第 2 項拡大再生産の進展を規定する諸条件  '

• 第 3 項 「均等的拡大洱生産」 .
第 4 項 r (生產カ不変） I 部門のィ、均等的拡大」. の構造ノ， （以上(2)1970年 1 月号)
第 5 項 「(生産力不変） I 部門の不均等的拡大」とその終焉の基本的把え方

—— 第 2 節の総栝——
第 3 節固宏資本の塡補 • 蓄積部分の転態と「(生産力不変） 丨部門の不均等的拡大」

(以上丨3)1970年8 . 9月号〉

第 4 節 ’有機的構成の高度化と「(生産力不変） 1部門の不均等的拡大j,
第 5 節新生産部門の形成と •「(生産力不変） I 部門の不均等的拡大j 
補 節 . 生 産 （建設）期間の長期性と商業資本の自立化の作用

あ と が き  、 (以上⑷本月号）

. 第 2 章諸資本間の競争と投資行動  （1969年 5 月号 ._ 6 月号、.
第 3 章信用と拡大肯生産 

第 4 章く生產と消赀の矛盾〉の展開

—一産業循環過梃の分析——  '

第 4 節以降では，これまでの分析で捨象してきた問題として，生産力向上にともなう有機的構成 

高度化と新虫產部Prjの形成の問題をとりあげるが，そとでめ考察は, 第 2 • 3 節で明らかにしてき 

た問題—— 「(生産力不変） I 部丨1 の不均等的拡大j , 固宠資本塡補•藉積部分め転態み特殊性にも 

とづくこの「不均等的拡大」の促進- ^ - との関述を指摘することのみに限定されている4 第 4 節以
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生産と消費の矛盾⑷ -
降の諸問題によって促進されるところの. 1' I 部門の不均等的拡大J がいかなる構造的特徴をもち， 

いかなる矛盾をふくむかという肝心の点については，第 2 • 3 節ですでに明らかにしたので，あら 

ためて問題とする必要はないからである。したがって，第 4 節以降の問題の全体は，第 2 • 3 節の 

分析とあわせて理解しなければならないものである。

第 4 節 有 機 的 構 成 高 度 化 と 「(生産力不変） I 部門の不均等的拡大」

第 4 節の課題は，生産力向上にともなう有機的構成高度化の作用を，第 2 • 3 節で考察してきた

r (生産力不変）I 部門の不均等的拡大」との関速で考察することである。

しかし，この有機的構成高度化の作用については，周知のように，いわゆるレ一ニン表式がしめ
(1 )

す 「I 部門の不均等発展•あるいは優先的発展j の矛盾という問題があり，これについて誤った評 

価が少なぐない現状であるので，前 半 （I ) では，まず有^^的構成高度化にともなう「I 部門の優 

先的発展j ( = レーニン表式の問題) をとりあげ，その問題の把え方, その問題と「(生産力不変） I 部 

門の不均等的拡大」の問題との相遠を明らかにするらととする。

なお，レーニン表式にしめされる有機的構成高度化に対応せる「I 部門の優先的発展」の場合も， 

f 部門がn 部門を上廻るf で不均等な拡大をとげるわけであって， I • n 部門の-#の不均等性 

という現象面にかぎれば，すでにみた生産力不変• 有機的構成不変めもとでの「I 部門の不均等的 

拡大」と変るところはない。しかし，本稿では，両者の内容を明確に区別するために，有機的構成 

高度化によって生じるところの• 有機的構成高度化に対応するかぎりでの不均等的拡大を，「I 部 

門の優先的発展」とよび，「(生産力不変）I 部門の不均等的拡大」と区別することとする。

( 1 ) 第 2 節第 3 項 「均等的拡大再生産j の考察で明らかなように，「均等的拡大洱生産」にお’ 
いて，投下資本拡大率f が同一で，有機的構成' ^ 1のみが異なるもの（ただし |r, |は同一と 

する）を比較すると，有機的構成の高い「均等的拡大再生産j ほど， I 部門 • とくに I F 部門の比 

蜇カミ高い。このことは，あ る 「均等的拡大洱生産j の進行途上において，有機的構成の高度化が生 

じるとすると，| を同一に維持するためには， I 部門 • とくに i f 部門がn 部門を上廼る率で拡 

大し，これら部門の比道の上昇をはかる必要があること，を意味する。

举純化のため，一定率《■で拡大する「均等的拡大]1！生座」が行なわれていたもとで， I ♦ n 部門い 

ずれにおいても，追加投資部分c F + m A の有機的構成が高度化し，不変資本部分c P + m F + m rが 

従前の有櫸的構成の場合に比して率で増加したとする。

注( 1 ) レ一ニン「いわゆる市場間題について_[ (*■レ- ニン全集j 绾1巻） ■
 o  (ア  j p y  — ™ ,  *

生産と消費の矛盾(4)
(一般には，新生産方法の導入は，追加投資部分とともに，吏新部分G Fについても行なわれる，のであるが，

ここでは単純化のため，上のように前提した。 レーニン表式でも同様に前提されている。更新部分の構成も高 

.度化するとすれば，ゾ1 部門の優先的発展」はヨリ強化される力t，問題そのものは同じである。また4 右機的構 

成の高度化は，概して不麥資本のなかでも固定資本の比率を高める傾向が強いが，ここでは堆純化のた め は  

一定と仮矩している。 の上昇を入れれば， I 部M のかかでも，I F 部門の「優先的発圾J の程度がヨう一 

層強くなるのはいうまでもない。） ， （

とこでは前提ビより，| は同一の《であるから，追加投資（c F + m A = CF + m F + in r +mV) の 

等部•は同一であるが，有機的構成高度化のため，労働手段への追加投資額は7r(cF+mF)=7r*«(10f) 
たけ増加し，原材料への追加投資額は？rnir==7r•攸だけ増加し，反対に労働力への追加投資額はu 
の増加分7r-a(10f+r)だけ減少することとなる。それゆえ，f を a に維持したままで，追加投資 

部分の有機的構成高度化を実現するためには，それに先だって， I 部門 . とくに i p 部門が口部門 

を上廻る率で拡大し， I 部門 • とくに I F 部門の投下資本の比重を上界させねばならない。部門構 

.成はつぎの右端分にあたる変化を必要とする。
n • •

‘ IF‘ WIF=f(l4-10«)~cF + 7r»a(lGf)
-' I r . . W ir^rCl +  Ar) + 7r*ar

II. W„ =  2v—a(10f+r)+cF • -  7r、a(10f+r)
この場合，ここでの前提のように, 固定資本と流動不変資'本の比率| が」定であるとしても，な 

:お I 部門めうち，I F 部門が I r 部門よりも一層高い比率で増加しなければならない点に注目する必 

要があろう。これは，いうまでもなく，労働手段においては， ではなく， の投資を必 

要とすることから生じる。A\r
次年度，飞 -•が同じびで, 追加投資部分の有機的構成も今年度と同じであるとしても，、今年度以 

丨降では，有機的構成の高くなった追加投資部分がつぎつぎと糁投下資本に加わっていくので，全体

としての資本の有機的樯成はしだいに高度化していき，全体としてのf : r : vの比重も，変化してい
• •

く。 f と r の方はa 以上の率で増加していくのに反し， v の方はa 以下でしか増加しない。 し た が

って，この f : r : v の構成比の変化に対応して， I 部 門 の 「優先的発展」が要請されていく。

他方，1 厂が十淀であっても，（剰余価値率一定とすれば, ）v の増加率の，低下によりm の増加率も

•低下するので，一 矩 の ■'を維持するためにはmlcのJ；异率はa より低下する。したがって，この

価からも， 33部門の構成比の低下 , I 部門の構成比の上昇が要請される。一一ただし, f がびを上廻る 

'率で上畀するが，現物更新g F はそれとは関係はないので，「均等的拡太两生産j の前提によりgf が《の率で钽 

々増大するとすれば， c F が《を上廻る率で垴大しなければならない。したがって，# が同一とすれば/  m F  
はびを下逾ればよいわけであるから，m の増加率が及以卞となっても，かがるn i F の事倩によって, m l c の低 

下は減殺されるであろう

以上のごとく, 次年度以降，追加的投資部分の有機的構成が今年度と同一としても，以上の変化： 

ふこよって，「I部門の優先的苑肢jが耍請されるので，| を同一に保つためには,前もってそれだけ

一 3 (7jfP) ---- *

い及•印 瓦 上 、浪缝； _ ••こ :， ;，，
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の 「I 部門の優先的発展j が行なわれていく必要がある。

( 2 ) もし，《で拡大する「均等的拡大!1J生産」における部門構成のままで， ^まり前もっ-
て 「I 部門の優先的発展 j を行なうことなしに-— 追加投資部分の有機的構成の高度化を実現しよ

A\r
うとすれば，生産手段の供給の制約によって，I は》より低下せざるをえない。，

なぜなら, この場合は，「余剰労働手段」• 「余剰原材料J め方は，《F . a r しか存在しないので，

有機的構成高度化は， このa F . « rに対して- a y よりもョリ少ないm v が合体されることによって

のみ実現されるわけであるから，追加投資総額はmvの減少分だけ減少せざるをえないわけである。.
したがって, f は《より低下せざるをえないこととなる。これは，生産手段の供給不足によって，

追加投資が一部実现しないことを意味する。

一般的には，一時的にかかる事態が生じても， I 部門 • とくに I F 部門の価格騰貴を通じてそれ
Jk

ら部門の「優先的発展」が促進されていく傾向にあると考えられる。ただし，上のことは， の 

低下を伖定すれば， I • n 部門が均等のf を維持しつつ，じたがって従来の部門構成のままで， 

有機的構成を高度化させていくことも，可能であるということを示唆している。したがって，有機 

的構成高度化による「I 部門の優先的発展j の問題を純粋に把えるためには，全 体 と し て の を  ̂
有機的構成の高度化しない場合と同一不変としたうえで，考察することが必要である。

レ ー ニ ン 表式では，マルクスの拡大西也産表式「第 1 例」の諸条件をそのまま用いて，新投寶部 

分に有機的構成高度化を導入している。すなわち， i 部門の蓄積率はつねに一定の50%とされ* n  
部門の蓄積率は部門間均衡を維持するように• 従厲的に決定されることとなっている。それゆえ，

I 部門の蓄積率は一定となっているが，n 部門の蓄積率や| は，有機的構成の高度化しないマ 

ルクス表式にくらベて大幅に低下し，全体としての蓄積率やf は低下することとなっている。 . 
しかし，有機的構成高度化の影響を純粋に比較. 検討するためには，これでは不正確であって，

全体としての蒂積率 

すべ.きである。

m<
K を，有機的構成の高度化しない場合と同じと仮定したもとで比較•検討

( 3 ) ところで, 以上でのベたかぎりにおいては，I F部門を中心とする「I 部門の優先的発展」. 
は，有機的構成の高度化に対応するかぎりにおいて• それに対応するたやに•行なわれているので 

ある。ョリ高い有機的構成のもとでの再生産には， I 部門のョリ肥大化した部門構成が必要である 

から，かかる部門構成を創出するために，r I 部門の優先的発肢J がすすんでいるのである。 レー 

ニン表式における発展も，まさにかかる内容の• かかるかぎりにおける• 発展にほかならない。

このように，r I 部門の優先的発肢J が，.有機的楷成の高度化に対応するかぎりにおいてすすむ 

のであれば， I 部門の拡大率がn 部門より上廻っているとしても，これは第2 節でみた「(生産力不 

変) I 部門の不均等的拡大」のように，生座:が消费との「照応J 関係を破っそ•消費との関係から

一— • 4  (720)
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-み で 「過度にj 拡大しているというものでは決してない。ここでは，むしろ，新しい有機的擒成の 

もとで，生産と消費との「照応」関係を維持するために• そのかぎりでI 部門が不均势的に拡大し 

ているのである。 したがって，この I 部門の不均等的拡大は，「均等的拡大再生産」と同じように， 

あらゆる部門の生産が消費と「照応j 関係を保ちっつ，拡大再生産の「正常的経過」を実現してい 

っているものといえるのであり， 「，等的拡冬再生産」の一転形一一■有機的構成高度化のもとでの 

ず均等的拡大再生産」の転形" ~ ^ということができよう。

事実，有機的構成の高度化が終った場合, それに対応した新しい部門構成が創出された後に, I  
部門が不均等な拡大をやめれば, 新しい有機的構成に対応せる新しい部門構成のもとで，「均_的  

拡大苒生産」が進展していくこととなるのである。

もちろん，以上のような「I 部門の優先的拡大」においては，生産力の発展とともに，労働力の 

.雇用 • 労働者の消費総量の増大テンポは，生産の拡大テンポより下廻らざるをえないという問題• 
矛盾がふくまれている。（しかも， レーニン表式やここでは捨象しているが，生産力の発展とともに，労働 

力価値の低落. 剰余価値率の上昇が必然化するのであるから，この要因を導入すれば，生産の拡大テンポより 

も，消費総額の増大テンポが下廻るということは，ヨリ明確になる。)
このことはもちろん，資本制生産固有の大きな矛盾である。

生産力の向上は本来的には，労働者一人当りの労働の軽減• あるいは労働者•一人当，り消費手段の 

増大を可能にするものセあるにもかかわらず，資本制生産においては，それは一人当り労働を軽減 

することも • 一人当り消費手段を増大することもなく，一定の資本にくみあわされる労働力総数の 

減少 . 可変資本総量の減少をもたらすのである。したがって生産力の向上が有機的構成の高度化と 

してあらわれること自体矛盾であるのであって，生産力の向上にともなって， 「I 部 優 先 的 発  

展」 が行なわれることは，その矛盾の社会的総資本の再生産r おける反映にほかならない。 レーニ 

ン が 「それに照応する消費の拡大のない生産の拡大j の矛盾を強調するのは，かかる内容において 

.理解すべきものと思われる。 '
そし:r また，以上のような矛盾の存在が，資本制生産のもとで，狭隘なる「消費制限」に:もかか 

わらず生産が「無制限的」発展をとげていきうる一つの蕋盤となっていることも明らかである。生 

産力の向上とともに，有機的構成の高度化がすすみ， I 部門の肥大化krゝ 要請されるということは, 
かかる方向で資本制生産が発展していきうるということを意味するものにほかならない。レーニン 

が，大衆の貧困•消費制限のもとでは資本制生産の発展は不可能であるとみたシスモンディやナロ 

— ドニキ的 「過少消費説j に対し，レーエ’ン表式をもって批判しようとしたのはこの点であった。 

すなわち，国内市場は I 部門を中心に拡大していくのであり，これは举產力の向上とともにまずま 

す強化されていくということ，したがって大衆の貧困のもとでも資本制生産は発展していくという

注 （2 ) レ 一 ニ ン 》•ロ シ ア に お け る 資 本 主 義 の 発 肢 j (r レ— ニ ン 全 紙 3 第 3 卷 ， 33頁 ,）

—— 5 (721) — —
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こ七である。以上かぎりで $ , 、レ一ニンがレーニン表式をもって強調した論点指摘は鋭く • かび 

正当であったといわねばならない。

( 4 ) 以上のようにみてくるならば，有機的構成高度化に対応せるn 部門め優先的発展」の矛， 

盾はそれ自体としては，恐慌の r究植の原因」たるく生産と消費の矛盾〉とは明確に区別すべきも 

のであることが明らかである。

? 恐,慌 の 「究極の原因」がく生産と消費の矛盾〉にあるという場合，そのく矛盾〉ばあぐまでも,. 
生産が資本制的制限をうけた消費の諸条件• それによって規制されだ市場の諸条件を無視して， 

「無制限的j に発展していき，それら諸条件と対立するにいたるという〈矛盾〉としす把えられてい

るのである。そこでの〈矛盾〉は，労働者の消費が勞働者の生産した生産物価値（c + v  +  m) •あら
_  ̂ , ... ... . . .

たにうみだした価値生産物（v + m ) のー少部分たるv に限宠されているという矛盾それ自体，ある' 
いは，生産力向上 • 有機的構成高度化に対応せる「I 部門の優先的発展」において，v の比率が低 

下しかかる矛盾が雜するということ t 押 f を鱗しているわけでは決してないくもちろん，労 

働者の消費がv に限定されるという矛盾がなければ，そもそも，上のような生産の「無制限的」拡 

大 と 「消費制限」とのく矛盾〉はありえないのであり， この意味では，く生産と消費の矛盾〉はか- 
かる矛盾をその基底にふくむといえるが，しかし恐慌の「究極の原因」た る 〈生産と消費の矛盾〉 

.はかかる矛盾それ自体を確認しただけのものでは決してない。

第 2 節第 3 項ですでに指摘したように，生産と消費とが「照応j している「均等的拡大-再生産』 

においても，労働者の消費がv に限定されているという矛盾はもちろん厳然として存在しているの 

であるが，しかし，そのことは，恐慌の「究極の原因」としてのく生産と消費の矛盾〉をしめすも 

のとはいえないのである。このことは，「均等的拡大再生産」 の一転形として把えられるぺき内容 

.の 「I 部門の優先的発展」においても同様あてはまることである。

この点，.第 2 節で強調した「(生産力不変） I 部門の不均等的拡大」の構造が， I 部門の生産が消 

费から相対的に独立して• 消費との「照応」関係を破って • 消费との関連では「過度」に拡大して 

いくという矛盾を構造的にしめすものであり，く生産と消费の矛盾〉の展開基盤として把えるべき 

ものであるのと，決定的に異なるといわねばならない。 ’
それゆえ，恐慌との関速においては一一その「究極の原因」たるく生産と消費の矛盾〉とめ関連: 

においては—— , まず，有機的構成高度化に対応した「I 部門の優先的発M j が, 「(生産力不変）I 
部門の不均等的拡大」とは峻別すべき内容のものである点を明確にすること’が肝要であるし，生産 

力の向上 • 有機的構成高度化の作用も，「(坐産力不変）I 部門の不均等的拡大」との関速において把 

えることによづてはじめて，それが〈生産と消费の矛)if> に対しておよぼす作用を明らかにできる 

ことを強調しなければならないのである。
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(ィ）従架わが国では，資本制生産におぃて，生産の拡大• 市場の拡大がI 部門を中心丨こすすみ，

I部H が本均等に拡大するという_ 題については，もっばらレーニン表式ヒしめざれている「I部 

門の優先的発展j の問題が注目されてきた。それとともに，とのレーニソ表式のし& す 「I部内の 

優先的発展そのものが，恐慌の「究極の原因j たるく生産と消费の矛盾〉を構造的にしめすもの 

であるという理解が少なくなかづた。前稿⑴の第1節(補)でふれたように，いわゆるf内在的矛廣j 

= マルクスめ〈生産と消凝の芽盾>：= レーニン表式のしめす「対论、する消費の拡大なき生産の拡大」

の矛盾= 「再生库論の結論j という理解である。かかる誤った理痨は， レ一ニン自身においても一 

部ではみられるのであるが，わが国では，レーニンのこのし面のみが継读されていづたといえる。 

(そこでは見落されているレーニンの他の面については，前稿(3)16〜7直を参照されたい。)
しかしながら，く生産と消費め矛盾〉を，レーニン表式にしめされているような.そのかぎりで 

の r I 部門の優先的発展j の矛盾と同一視し，その矛盾に解消しでしまうことは大きな誤りで毛る, 
それでは，〈生産と消費の矛盾〉が恐慌の「究極の原因j たる命えんが全く不明確になづヤしまう。

従来，レーニン表式めr I 部門の優先的発展j の意義について誤った評伽がf jなわれ，「I 部門 

の優先的発展j がいかなる意味で恐慌め「究極の原因j でありうるのかが全く不明確i ままに，こ 

れが恐慌論体系の基底に位置づけられる傾向があったことは，これまでの産業循:瓌•恐慌分析に種 

々の不明確さをもたらすことになっていたといわねばならない。

(ロ）かかる従来の傾向に対しては，つぎのような異論がある。

富塚良ニ氏は，「 『不均等発展j は *'内在的矛盾』の一表現といえるであろうが, ，しかし，

生産力の発展にともなう資本構成の高度化と対応的な部門構成の高度化それ自体が，1 恐慌の究極

の根拠』として措定された塞本関係そのものを意味するとはいえないであろう。」（引用文中のァシ
(3 )

ダ一ラインは原著者による。以下同じ。）とされ，すでに紹介したように, 「均衡蓄積軌道」を趣論 

的基準として，「I 部門の自立的発展」• 「不均衡化j . 「過剰蓄積」を把えるべきことを強調き;Kるの 

.である。.'
この富塚氏の批判それ自伴は鋭いものであるが，しかし「均衡蓄積軌道」を基軸としての分析内 

容には，しばしば齒摘してきたような種々の難点がある。したがって，有機的構成高度化にともな 

う 「I 部門の優先的発についても，その過程で， I 部門が;有機的構成高度化に対応、する以上に 

拡大することを，もっぱら「均衡蓄積軌道J からの乖離= 「不均衡化」 としてのみ把えられるが， 

そこには. これまセ指摘してきた難点がふくまれている。 •'. . : ノ • : . ■; . .  ' ,
卜） 岡稔氏も，恐慌理論の問題整理において, 「I 部門の優先的発展J の間題についてネガテ 

ィフな評価をされる。 v  . •
「….‘‘資本主義のもとでは表或論における第I 部門の不均等に急速な発展が資本主義的蓄積の矛 

盾 （相応する消費の増大をともなわない生産の拡大）を反映しうるが, しかし第I 部阏の不均等的 

発展それ自体は，何ら矛盾ではなくて技術進尜女ともなう拡大西生産の一般的♦超歴史的な法則に

注（3 ) 常塚设3  論研究j 283見
.~ —* 7  (723) ..
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すぎない。」
(4)

「……したがってノ广般的には，第 I 部門はその発展において第n 部門に先行し，そのため不均衡 

がひきおこされ，強められ，それとともに恐慌を促進する強力な要因となるといえる』というエル 

スナ一の言葉は，あまり根拠がないように思われる。第 I 部門が第!！部門に十分に先行しないため 

に，不均衡がおこることもありうるし，総じて均衡を保つためには商部門の均等な発展が必要だと 

いうわけでもない。つまり，いわゆる第f 部門の不均等発展は,恐慌をひきおこす諸矛盾の累積を 

示す一'-^の形態でばありえても，それ自体は恐慌をひきおこす原因でも契機でもありえない。j 
ここで注意されるのは, 岡氏が「I 部門の優先的発Mjの問題についてはネガティフな立場をとら 

れるとはいえ, I 部門の不均等的拡大の問題をもっぱら有機的構成高度化に対応せるr I 部門の優 

先的発展j としてのみ把えているという点では，従来の見解と共通の立場にたっているということ 

である'  したがって. 岡氏では，「I 部門の優先的発展」の問題にネガティフな立場をとることは，

I 部門の木均等な姑大という問題すべてにネガティブな評価をすることでもあった，

しかしながら，I • n 部門の部門関連の問題すべてを無視するとするならば，く生産と消費め矛 

盾〉の 「累積」は何を理論的基準として把えられるのであろうか。事実, 上の文で「恐慌をひ去お 

こす諸矛盾の累積J の反映占いうことがいわれるが，岡氏の論文ではCの矛盾の「累積J が何を理 

論的基準として把えられるかは，明確になってはいないように思われる。

( n ) .

( D  〈生産と消費の矛盾〉との関連で問題を考察するんらば，第 1 に注因されるのは，生産力 

の向上 • 有機的構成の高度化がすすめばすすむだけ，第 2 . 3 節でみてきた問題が深化し，く生產と 

消費の矛盾〉の展開基盤がますます強固なものとなっていくということである。

第 2 • 3 節の分析から容易に推察されるように，生産力の向上.有機的構1 成の高度化によって「I 
部門の優先的発展」がすすみ， I 部門の比重が高くなればなるだけ，ある一定の^ ~ の上昇によハ 

て惹起されるI F 部門を中心としたI 部門の拡大も，この I 部門の拡大がI 部門内の内部転態を相 

互促進的に拡大していく作用も，ますます倍加•促進される。 つまり，第 2 節でみた「(生産力不変）

I 部門の不均等的拡大j の進展はますます強化されていぐのである。

生産力の向上 • 有機的構成の高度化は，翻して , 労働手段の耐久性の増大，不変資本にお「ける固 

定的不変資本の比！fiの上昇をふくむので，これを考慮にいれれば，IF部門の比蜇の上昇を兹礎に，

上 の 「I 部門の不均等的拡大j の惹起 • 促進は，一層強化されることとなる。

また，有機的構成の高度化や不変資本中の固定資本の構成比の上昇が，n 部門よりも， I 部 

とくに1<»部r iを中心としそすすめばすすむだけ, i 部門内めf の上昇の相互促進• I 部n の内 

部転態の拡大が倍加されるので，とれはこれでまた「I’部門の不均等的拡大j を強化する。，

注（4 )  m 稔 「恐做 (1論の丨! _ 点」（職座恐悦論 ID, ?嫌の站礎现論』) 33凡  ,
( 5 ) 间上，51見
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生産と消費の矛盾⑷ •
他方，有機的構成の高度化，労働手段の耐久性の増大= 固定資本の回転期間の延長，不変資本中 

め固定資本の比率の上昇がすすめばすすむだけ, 第 3 節でみた問題—— 固定資本の塡補♦蓄積部分 

の転態の特殊性を基礎に「(生産力不変） I 部門の不均等的拡大」 が急激に促進されるという問題 

—— がますます重要性をもってくる。現物更新の規模，蓄積の規模の巨大化がすすむとともに，償 

却越金め積立て• 蓄積® 金の積立ての総額が絶対的に増大し，それらは投下資本総額や生産総額に 

比して相対的にも増大するのであるから，更新投資や追加投資の集中的展開め生じうる規模や，マ 

方的販売と一方的購買の分離の規模は拡大するとととなる。したがって，これを通じて「(生産力不 

変） I 部門の不均等的拡大」 を急激に促進していぐ規模も•そのテンポもますます強大なもめとな 

っていく。これは同時に，社会全体の利用可能な基金を利用しづぐしていくという問題をョリ深刻 

にすることを意味するものでもある。

上め問題においても，有機的構成の高度化等が， I 部門 • とくに1«>部門を中心にすすんでいけ 

ばいくだけ，上のような作用は一層強化されることとなる。

以上要するに，生産力の向上 • 有機的構成の高度化め進展は，く生産と消費の矛盾〉の展開莲盤 

をますます強固にし，生産が消費との閨連から独立して拡大していきうる佘地やその拡大テンポを 

増大するよう作用するのである。 . '
以上のことは，長期的にみて，資本制生産の発展ととも>こ，産業循環の変動の規模が増大してい 

くことの重要な一基礎として注目しなければならない。

. マルクスは，「資本制的生産が発展すればするほど，したがって，不変資本のうち機械などから成り

た'o 部分の突然かつ持続的な増加の手段が大きくなればなるほど，蓄積 が （珠に繁栄期のように）急

速であればあるほど，それだけますます, 機械その他の固定資本の相対的過剩生産が大.となり……J
' ( 6 )

.というが，そのことの蕋礎は上のような内容において理解されるべきものと思われる。 •
於  ※ 浓 1

なおs 本章の分析対象ではないが，生産力の向上 • 有機的構成の高度化が，機械制大工業固有の

「突然の飛躍的な拡張能ガ」の増大と相対的過剰人口の創出によって, 上のような「(生産力不変) I
(7)

部門め不均等的拡大」の急激なる進展を可能とする主要な基礎をうみだしていくということを見逃

.してはならない。（本章では，かかる基礎の存在が前提されてきたJ
まず，機械制大工業は，機械による機械の生産 ( =精巧なる機械め大量生處の锿t e を基軸として，

「工場制度の臈大で飛躍的な拡張可能性」を創出していくが，かかる機械制大工業固有のr塬大で飛
(8 )

蹯的な拡張可能性」を前提にしてはじめて，「(生産力不変） I 部門の不均等的拡大J の急激なる発

注（6 )  K. Marx, Das Kapital, besorgfc vom M-E-L. Institut, Moskau, Bd. Ill, S. 1 4 1 ..丧谷部文雄訳 f'資本論木 

書店) ,IIJL19頌。

( 7 )  a, a, 0., I. S. 4 7 4 .訳，：！. ？25H。 :
( 8 )  a. a. 0., I, 'S. 4 7 6 .訳, . 1.728質。

9 (725) 一



— 生産と消費の矛盾⑷

展が実現可能となるのである。 •
(9 )

このような「工場制度の臈大で飛躍的な拡張可能性」は，当然のことながら，•生産力の向上• 有  

機的構成の高度化の過程で強化されていく6 ：

また，一定の固定資本投下の基礎上においても，特定の限界内では，搾取強化によって，生産の 

拡大が可能であり, 「繁栄時代【こは，部分的には労働時間の輝長により部分的には労働の強化によっ 

て，与えられた固定資本の甚礎上で流動資本の異常な拡大が生ずる」のであり，このことは急激な.
る拡張に即時対.防していくうえに無視できぬものでちるゝ生産力の向上•有機的構成の高度化を通 

じてすすむ機械体系の整備 • 発展は，「各瞬間により多:くの労働を流動させるための,または労働 

力をますます集約的に搾取するための組織的手段として役立つ , のであるから，こ6 面からも飛躍 ' 
的拡張の可能性が倍加される。 .

さらにまた，生産力の向上 • 有機的構成の高度化を通じてうみだされる相対的過剰人口は「現実

的人口増加の制約にかかわりなく何時でもすぐ利用できる人間材料を創造する」ことによって，急 
- (12)

激なる拡大のためのいま一つの重要なる基礎を形成する。

( 2 ) つぎに，ヨリ直接的作用として指摘されるのは，有機的構成高度化によって促進されたI 
部P1の拡大が，（I ) でみたような有機的構成高度化に対応するかぎりでの「I 部門の優先的発展」

をこえてすすみ，「(生産力不変） I 部門の不均等的拡大」という内容をもって展開する傾向がきわ， 

めて強いことである。

有機的構成高度化によってI F 部門を中心に I 部門の急速な拡大が刺戟•促進される過程におい 

て， I 部門の拡大をして，有機的構成高度化に対応するかぎりでの拡大にとどまらせるメカニズム 

は全く存在しないのであって，この過程では，I 部門の諸資本が構成高度化に必要な梓をこえて拡大 

する傾向が強い。 I 部門の拡大がその粋をこえて拡大していったとしても，n 部門のみの生産手段 

を生産する i (⑴部門をのぞけば，それはただちに供給過剰となるわけではない。第 2 節 で み た I 
部門の不変資本の流通の特殊性にもとづいて， I 部門内の諸部門のf 上昇の相互波及= I 部 の ' 
内部転態の拡大がすすんでいくとすれば，，「(生産力不変） I 部門の不均等的拡大」 の構造をもって 

拡大をつづけていくことができるのである。 、

したがってまた，有機的構成の高度化の変化が終ったとしても， I: <• n 部門の部門構成がその新 

し い （高度化した）有機的構成に照応した時点ヤ， I 部門の高い | が低下し， 「均等的拡大洱生

注（9 ) マルクスは機械制大工業の確立のなかに，邊業循環の生じる驻礎をもとめている。（a, a. O,, I, SS. 474〜6 , 訳,.
I，725〜 8 H ) ‘

(10) a. a. 0., II, S. 256. ?凡 II, 333頁。 "
(11) a. a. 0,( I, S. 440. m, I，679莨。

(15) a. a. 0., I, S, 6 6 6 .訳，I，9803C '
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産」へ移行していくという保証は全くない。構成高度化が終了すれば，それはそのかぎりでI 部門; 
に対する需要拡大率の低下をV たらすが, 有機的構成高度化に対応したr I 部門め優先的発展」過: 
程で，「(生産力不変) I 部門の不均等的拡大』の急速なる進展が惹起されていっているとすれば ,
I 部門は構成高度化の終了後も，「不均等的拡大J の構造に支えられて， 高い| を持続.していく： 

ととが可能である。 .
一一もちろん，ここでは，生産力の向上! • 有機的構成高度化が，社会的総資本のかな 

りの部分において• かなりの程度をもって生じ，したがってそれに対応せる「I 部門の 

優先的発展J が I 部門全体におよぼす影響もかなりの程度であることを前提している。 

それゆえ, 生産力向上 • 有機的構成高度化によって惹起されるI 部門の不均等な拡大は，- 般に， 

「I 部門の優先的発展」と，「(生産力不変） I 部門の不均等的拡大」とが合体したものであるといわ 

ねばならない。

従来，有機的構成高度化に対応せる「I 部門の優先的発展j については， I 部門が必要とされる 

以上に拡大することによって不均衡を惹起• 促進することが強調されてきたが，しかしながら， I 
部門の必要以上への拡大が生じたとしても，それがすべて，ただちに不均衡食惹起するわけでは決 

してないのであって，部門間均衡を保ちつつ「(生産力不変） I 部門の不均等的拡大」 として進展し 

ていぐことも可能なのである。それゆえ, ’ 有機的構成高度化に対応せる部門の優先的発展」は,. 
ただちに不均衡化を惹起するものとしてではなく， 「(生産力不変) I 部門の不均等的拡大」 を赛 

起し，第 2 » 3 節でみたような問題を惹起していく要因の一つとして把える必要があるのである。 

もちろん，この過程が不均衡化の傾向をふくむことは充分認められるが，.この不均衡を問題とする 

時にも，第 2 節第 5 項で指摘したように，それを「(生産力不変） I 部門の不均等的拡大J の深化と 

の関連で把えることが不可欠なのである。

' - ； 

( 3 ) さらにまた，以上のような有機的構成高度化そのものの作用ではないが，生産力向上•有 

機的構成高度化がともなうつぎの諸傾向によって，「(生鹿力不変） I 部門の不均等的拡大」が惹起 

促進されることも補足しておく必要があろう。

( I ) では，単純化のため，生産力向上•有機的構成高度化は，追加投資部分W + m A のみ^ お
いて生じる こと,有機的構成の高度化する部門の' ^ は同一であることを仮定したが，現実的運動:: 
においては，生産力向上•有機的構成高度化は，更新投資部分g F においても生じるし，当該部門， 

の^ - の上昇をともなう傾向が強い。

生座力向上にともなう有機的構成の高度化は，坐産力向上を通じて個別資本に「特別剰余価値*‘
注(13) 従来一般にみられるように，r j 部門の狻先的発展j が，有機的_ 成の高度化に対応する以上にすすむことからた. 

だちに不均衡化の矛盾を指摘するのであれば，そこでは* その不均衡は，堪に，生産が市場をこえて拡大した場合生 

じる不均衡と同锊のものとしてのみ钠えられてしまう。 ’

- — i t  (^27^ ——
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利潤 j の取得を可能とする。したがって，現物更新を行なう部分GF はもちろん生産力南上•有機 

‘. . ' 的構成の高度化を実現するし，このような新しい生産方法が出現すれば，これを導入するために.，

' ，一部の固定資本の残存価値を廃棄しての早期更新（これは追加投資の追加を必要とする），あるいは追

• 加投資が刺戟 • 促進され，これらにおいても，有機的構成高度化が実現されていくこととなる。

他方，有機的構成高度化をともなう生産力向上は，甚本的には，應大なる機械体系•化学諸装置 

の新設 • 改良を通じて，多種多様の労働手段と大量の労働力との合理的• 有機的な結合，臈大な自 ' 
然諸力の利用等を実現していく方向ですすめられるので，投資規模の拡大= 最低必要資本量の増大 

をともなう傾向が強い。それゆえ，更新投資を行なう場合にも，従来の固定賛本の「価値的塡補」

.の総額に蓄積基金を合体して, 「更新投資+ 追加投資」として行なわなければならないし,早期更新 

めためには，ヨリ多額の蓄積恶金が合体さ; ばならない。また，生産力向上のために追加投資を 

行なう場合にも，個別資本は従来よりもヨリ大規模な追加投資を行なわねばならない。

:、； それゆえ，生産力向上 • 有機的構成高度化による「I 部門の優先的発展」の進展過程は，有機的

構成咼度化の生じる部門における更新投資（早期更新ふくむ）の集中的展開， 追加投資丨（更新投資へ 

•の合体をふくむ）の群生をともない，第 3 節でみたような蓄積蓮金• 償却基金の集中的投卞方  

;的販売を大きく上廻る一方的購買を通じて， 「(生産力不変） j 部門の不均等的拡大」 を急激に促進 

していくことになる。 したがって，これは第3 節で：みた更新投資の集中や，追加投資の集中にふく 

, まれる問題• 矛盾を深化することになる。

! •' こうして，生産力向上 . 有機的構成高度化の進展過程では， I F 部門を中心としたI 部門に対す

.る需要の拡大は，有機的構成高度化それ自体によるものと，（n ) の⑵および⑶によるものとが合体 

, して， 大量的 • 持続的にすすむことになり， こうした需要の大量的• 持続的拡大に支えられて，

「I 部門の優先的発展j をこえた「(生産力不変） I 部門の不均等的拡大」 が進展していぐこととな 

： るのである。 .

i ■]： . *
■ ( 4 ) なお，上のような生産力向上•有機的構成高度化にともなう更新投資と追加投資の群的出

；； 現は，すでに別でみたように，当該部門の市場の枠をこえた投下資本の拡大•生產能力の拡大を 

もたらすのであって，ある期間にわたる競争戦め後に，生産力向上を実現できない劣惡資本の衰退. 
破滅を余儀なくしていくのである。

: このことは，ある一定期間の後に，更新投資 • 追加投資の展開による投資需要に対して,一定の

. . \ .反対作用（劣恶資本の衰退• 破滅による需要のマイナス効果）をもたらすものであって， ■これは， 以上 

でみた「(生産力不変） I 部鬥の不均等的拡大」過程がそれ自体のなかに一つの攙乱耍因をふくむと 

いうことを意味するものである。ただし，この劣惡资本の衰退* 破滅の程度は，'別稿で注意したよ 

, - 注(14) 拙搞r投資行励にかんするマルクス现論j ⑴びs m 学会雑訪J 1969牟5刀号）第1節第1J?i。
、 • ~ —  \ 2 {728\  ——
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うに，上のような「(生産力不変） I 部門の不均等的拡大」 の進展によって当該部門の市場自体の拡 
(15)

大が誘発されれば，そのかぎりで緩和されていくのであるから，全体としての「(生産力不変) I 部 . 
門の不均等的拡大j の連動過程とめ関連において，この攪乱要因の作用を位置づけることが肝要で 

ある6
' ' ■ . -- .

第 5 節 新 生 産 部 門 の 形 成 と 「(生産力不変） I 部阏の不均等的拡大 j
• ... ■

. 一 •

第 4 節まででは，生産はすべて既存の生産諸部門で行なわれ，新しい使用価値を生產する新生産-
部門の形成は一切ないと前提してきた。生産力向上 • 有機的構成高度化をとりあげた第4 節でも，

同様の前提をとり，新しい構成の生産手段もすベて既存のI 部門で生産されうるとしてきた。- '  i
しかし，別 稿 「投資行動にかんするマルクス理論」⑴第 2 節で言及したように，資本制生産の発

(16)

展過程は，多種多様な形で新しい使用価値を創出し，そのための新しい生産部門を形成していぐの， 

で，現実の発展過程では，既存部門における生産力向上• 有機的構成高度化も，新しい労働手,段 •: 
原材料 “ 原動力 • 燃料等の出現と相互に前提しあい• 促進しあいつつ進んでいくのである。 

本節では，新生産部門の形成が，社会的総資本の再生産におよぼす影響を考察する。

ここでは，新生産部門を，既存の生産部門では生産できないところの新しい生產物を，独自の労- 
働手段体系を もって •独自の生産過程において • 生産する部門であると規定している。 :

( 1 ) 新生産部門の形成の特徴を概観すると，まず，「一時的な独占的超過利潤」の取得の予想の，
' (17)

もとに，率先的個別(諸) 資本が新生産物の生産の開拓をはじめた後，新生産物の普及P 方向性がし 

だいに明らかとなっていくにともない，個別諸資本がつぎつぎと新生産物の生産にのりだし，.固定 

資本の新投下 • 新生産物の生産が本格的に展開していく時期—— いわば “本格的形成期”が展開す 

る。 しかしながら，個別諸資本がつぎつぎと固定資本投資• 生産能力の拡大をすすめていく’ところ 

の “本格的形成期” は，ある一時期にかぎられているのであって，やがては固定資本新投下の頭う 

ち • 減退をみるにいたる1 (—— その後は, 既存部門と同様. すでに投下された固定資本• 生産能力の基礎: 
上で，再生産の反覆. 拡大を行なっていくので，既存部門として扱うことができよう。）

以上のことは，新生産物に対する市場が，新生産物に対する知識の普及•新しい欲望の開発等を 

通じてしだいに開拓• 拡大していくとはいえ，ある社会における総資本の再生産の諸条件と，消費 

者の欲望の状態（これ自体再生産の状態によって規制された消費者の消費能力によって規矩をうける） と9-  
もとでは，肫拓可能な市場の大いさは，ある範四内'—— かなりの幅をもって動きうる範四ではある

注 ( 1 5 ) 同 上 (1)1頌 ， お よ び 闾 ⑵ 0 •同 誌 j 1969年-6 月 号 ) 51〜 2頁 。

( 1 6 ) 注 14参 照 ，

(]7) ノ 投 資 行 励 に か ん す る マ ル グ ス 理 論 』 (丨)， 29〜30頁 参 照 ，

13(^29) -
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:: が -一に限定されるということによるものである。 -
' . . . . . . .もちろん， 新生産物の種類によって，市場開拓を規制する:諸条件は大きく.興なるので，“本格的

’• ' ; 形成期’’ における市場拡大の推移，"本格的形成期，，の長さ， その終りのあらわれ方等は種々様々 

;■: であるが，しかしながら，新生產部門が登場した場合，ある期間にわたって，固定資本の新投下が

リ. .、. つぎつぎと展開していくという“本格的形成期，’ の存在することそれ自体，そしてまた，いずれは， 

かかる時期が終り，固定資本の新投下の頭うち•.減退が現われざるをえないということそれ自体は,
ノいずれの新生産部門の形成丨こも共通してみられることである。

ひ '
レ；：- - : . ' " _ .

は.い. . ' '  . . . •
: : ( 2 ) 新生産部門形成における以上のような特徴は，薪生産部門の形成をめぐって，ある期間に 

V . わたって，労働手段を生産するI P部門を中心に，「I 部門の木均等的拡大J が急激に促進されるこ 

, と’ しかし，かかる拡大はある期間の後にはそれを制約する事態に直面せざるをえないこと，を意

丨:；■ !味するものである。 ,
'；!' 固定資本の新投下• 生産の開始があいつぐ“本格的形成期” にあっては，耐久的な労働手段が前

；, 'もって一挙に投下される必要上， I F 部門に対して，群的需要が創出され• 継続されていくし，原 

i . .材料を生産するI r 部門に対する需要，労働力需要を通じてのn 部門に対する需要も拡大をつづけ 

'る。证部門は，群的需要の創出 • 雄続に対応して， 急速なる新投資を行ない， これを軸として,
:. 1 部門内の諸部門の需要拡大一^ 投資拡大~ ^ が加速度的に惹起されていく。 I r 部門， n 部門で 

も漸次的拡大がすすむことは，かかる I 部門の拡大を倍加する。

もちろん，新生產部門が形成された以降，それが年々再生産をつづけていくために は ， 社会全体 

' .として，新生産部門の形成以前にくらベてョリ多額の生産手段が必要であり，そのかぎりでは， I
, ? ，部門の拡大が必要である。労働力需要によるn 部門の拡大についても同様である。

卜 しかしながら，新生産部門の“本格的形成期”において創出される労働手段需要に勹し、て は , 第

一に，新生產部門が定着した後において必要とされるよりはるかに大きな規模をもって現われる点

，に注目.しなければならない。
!：'■ . ■ . -

さらに第二に，新生産部門の“本格的形成期，，が終った後，ある期間は一般的に，更新投資はな 

-お生しないままであるから，新生産部門において，現物更新のための労働手段需要を一切必要と.し 

, •ない期間が生じるのである。

それゆえ，新生產部門の“本格的形成期”における固定資本めあいつぐ新投下を通じて促進され 

’ ' .た I F 部門の拡張 . それを軸としてすすめられた〗部鬥内の諸部門の拡張は,新生產部門の年々の

W坐虛に必要とされる拡大をふくむとはいえ，それに必翦な枠をはるかにこ免た拡大であり,冬の  

.裔、味 c 「(生産力不変） I 邰H の不均等的拡大j という内容をもった拡大であ■るd ■
腐 糟 艘 に つ ぃ て も ，生/細力の拡大がつづき , 原材料需要が急速に拡大をつづける過程では，

— 14 (^30) ~ w^

賴御m 域鄉激游̂ 救威怒':!

生産と消費の矛盾⑷

む部門は；"本格的形成期” の終了後において, 年べ必要とされる原材料需要の規模をこえて，新 

投資を実現していく傾向が強いといえるし, これはこれでI 部門内の諸部門の新投資の促進の一契 

機となろう。

それゆえ，新坐産物に対する市場の開拓がある限界に達し，固定資本め新投下の頭うち.減退が 

生じることになると，労働手段需要は，更新投資がなお現われないだけに，この固定資本新投下の 

減退をそのまま反映して，減退食余儀なくされることは明らかである。 したがって，これをうめあ 

わすだけの I F 部門への需要が他部門から生じない以上， I F 部門の生産物過剰はさけられないの 

，であって，これは新生産部門が促進してV っ た 「I 部門の不均等的拡大j に対する大きな反撃作用 

'である。

: 以上のことは，新生產部門が，ある期間にわたって一連の新投資を通じて，I F 部門を中心に「I 
部門の不均等的拡大」を惹起 • 促進していぐこと，しかし, こ の 「不均等的拡大」の促進は，その 

なかに，ある期間© 後に新投資の頭うち• 減退を通じて，こ の 「I 部門の不均等的拡大」に大きな

'打 撃 • 混乱をあたえる要因をふくむものであること，を意味している。

■

( 3 ) .新生産物のなかには，これまで不可能であった溥隔地輸送を実現していく各種の運輸手段 

>に代表されるように，独自に新市場を開拓していくものもあるが，既存部門の市場を侵蝕していく 

ことによって自己の市場を開拓していくものも少なくない。新生産物が直接代替作用をもっている 

場合は，特定の既存の生産物を駆逐していくことによって自己の市場を獲得していく，あるいは消 

費手段では，新 t い消費手段が，使用価値の異なる不特定多数の既存の消費手段の需要を削減する 

- とによって，自己の需要を開拓していぐ場合が少なくない。 （とくに，消費総額の制約、されている労 

，働者階級の場合では, かかる傾向が強くみられるJ
かかる新生産部門の形成においては，さらにつぎのような問題がふくまれている。

ある新しい消費手段が，不特定多数の既存の消費手段の市場を侵蝕して自己の市場を開拓する場 

合をとりあげ, 単純化めため？侵蝕される消費手段を一本化して既存のn 部門とする》新しい消費 

手段は，新しい消費欲望の開発により，既存の市場を奪って自己の販路を拡大していぐことができ 

るという見通しさえあれば，たとえn 部門の市場が全般的に停滞的で，既存の部門での追加投資が 

全くみられなV、ような状況下であっても，新生産物のための固定資本の新投資を実現していく。同 

様の理由で , n 部門の市場が一定の拡大をしめしているもとでも，かかる新生産部門の形成が行な 

われるならば，n 部門全体 (既存部門ブラス新部門）の追加投資の総額は，既存部門のみであった場 

合のそれよりも増大する。 •
したがって，かかる新生座:部門の登場は，ある期間にわたり，n 部門において，全 体 （既存部門プ 

ラス新部門）の投資 • 生産が市場• 消費の諸条件を上廻って発展していく傾向を促進•強化していく
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. のである。新生産物が既存の市場を侵蝕していきうる見通しが大.きければ大きいだけ，新部門形成

のための新投資はますます大規模に展開し，投資 . 生産が市場 • 消費の諸条件をこえてい‘く傾向は 

! .ますます大となるン 

' ,  もちろん,かかる新生産物が既存部門の市場を奪うことによって自己の市場を開拓するものであ

、 る以上，とれは，他面では，既存部門の追加投資の減退• 消失，生産規模の縮小をもたらす作用を

ぐ . 内にふくむものではあるが，しかしながら，多くの場合，かかる作用はただちに現われるものでは 

、 決してない。新しい部門への投資が行なわれてから，生産物が市場にもたらされるまでにはある期 

間が必要であるし，さらにまた，. 新生產部門の開拓の特徴として，新生産物の普及‘既存部門の需 

■ .要の侵蝕のためには一般的にある期間を要するので，資本家は，新生産部門への投資に際しては， 

かかる点を考慮して，資本必要量，その利潤率を予想し，投資を決定する。 したがって，新生産部 

‘ 門の形成にあっては，ある期間は，商品在庫の存在にもかかわらず,市場開拓の見通しがあれば新

j 投資は継続される。 _
! ‘； それゆえ，かかる新生産部門においても，ある期間にわたっては，すでにみたような， I F 部門

■, に対する群的需要の創出• 継続をうみだし，それを基軸としてr I 部門の不均等的拡大」の展開を

, 惹起 • 促進していくという作用が一方的に（既存部門でのマイナス効果をともなうことなしに）支配す

• るのではあるが，ここでは，一定期間を経た後に徐々に, 既存部門の追加投資の減退• 消失，生産 

縮小がm われてぐることになる。 

r. したがって，このような新部門では，すでにみたように，i f 部門を中心に，「I 部門の不均等的

丨 拡大」を促進していった後に，新部門の新投資の頭うち• 減退が生じるというfcj題の他に，さらに
! ■ . . . . .  • • .  . .  . ' . . .• . (一般的には上の問題の出現にある程度先行して)，市場を侵蝕された既存部門における追加投資の減退•
丨 ： 生産縮小が生じるという問題が加わるのである。ここでは，I F 部門に対する需要の減退 . 「I 部門

1 の不均等的拡大j にあたえる反撃はヨリー層大である。 i
: へ， . . . . ..•. '
\ . : - ■ ■

ぐ.，''■. ' , ' '

! ( 4 ) 以上のように，新生産部門の形成は，I F 部門を中心に「I 部門の不均等的拡大j を惹起•
j ‘ノ 促進するとともに, ある期間の後にI F 部門への需要の減退を通じてこの「不均等的拡大上に反撃

ン をもたらすものとして注目しなければならないが，この反作用についてはつぎの点を考慮にいれる

丨 必要がある。

；! 新生産部門の形成を通じてr I 部門の不均等的拡大」が急速に促進される過程は， I 部門を中心

; • ' 、 に全体としての再生産を拡大する’ことを通じて，新部門の市場の拡大（射投資の頭うち.減退の綬和) .
あるいは新部門と競合する既存部門の衰退の緩和をもたらす。そして，新部門の “本格的形成期，，

1 がある一定期間にわたるという-刺靑> あるいは , 既存部丨1rjの市場を侵触する場合も，ある期間にわ

.： たっては , 新部門の投資需要の創出作用のみが支配し/ 一矩期間の後にしか既存部鬥の衰退は現わ,
| ‘ , ^ ~ - 1 6 ( 7 5 2 ) —
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れないという事:情は，上のように，「I 部門の不均等的拡大」 の過程を通じて.自己の市場に対す

る需要拡大の“はねかえり効果” をもたらす時間的余裕をあたえるよう作用する。 ’
«

さらにまた，新生産部門の形成によって惹起されてV、っ た 「I 部丨!1 0 不均等的拡大」の進屁過程 

において， I 部門内の諸部門がきわめて活撥な新投資を相互促進的にすナめていくかぎり泛おいて 

は / 新生産部門の固定資本新投下め頭うち• 減退が生じたとしても, i f 部n の供遍剩ほ出現し 

ないでもろう。

もちろん，こ と は ， 問題9 鮮消を意味するものでは決してない。 I F 部門の供給過剰が回避 

されたのは, あくまでも「I 部門の不均等的拡大」の急激なる発展• く生産と消費の矛盾〉の深化1 
の基礎上ではじめて可能であったのであるし，その後も I F 部門の供給過剰が生じないとすれば, 
同様のことによってのみである。

それゆえ，新生產萍門形成をめぐる投資の特徴のなかに， I F 部門への需要の減退を軸として 

「I 部門の不均等的拡大」に反撃をあたえる要因がふくまれていることを充分認識する必要がある 

が，そこからただちに，I F 部門の生產過剩• 「I 部門の不均等的拡大」の終焉の必然性を論断する 

のは誤りであって，「I 部H の不均等的拡大」の終焉の生じる蕋礎を，第 2 節第 5 項，第 3 節 （E0 
で指摘した視点にたって把えたうえで,それとの関連でかかる反撃の作用を明らかにしなければな 

らない。この点は後の章で「I 部門の不均等的拡大j の運她を考察する際に明らかとする。

； ■ パ ； ■ - - , .
補 節 组 産 （建設）期 間 の 長 期 性 と 商 業 資 本 の 自 立 化 の 作 用 ： •
ノ. '

■ : . . . 1 . ' . ベ、' : '  .ノ' ..
最後に，補節として，再生産表式分析のー療ではないが，表式分析をs 礎として指摘しうる問題 

として，（I ) 生産期間の長期性の問題と，（n ) 商業資本の r自立化J の作用をとりあげる。；

( I ) .
• •

( 1 ) 『資本論』第 2 部第 3 篇の表式分析においても， 本章めこれまでの分析でも，傘純化のた

めすべての生産の生産期間は一定とじ(便宜上， 1年と表現しているが，しかし, 現実的には1 〜2 ヶ月と

した方が適当であろう。h すべてにおいて生産め開始• 終了は同時期とし，生産期間の終った社会的

総生産物が一せいに流通過程にあらわれ，塡補され, 次の苒生産を準備する/ と想定していた。そ

れゆえ，坐産部門間で，需給の不均衡が生じるような生産が行なわれれば，すべての生産物が十せ

いに市場にもたらされる時点で不均衡が現実化し，価 格 • 利潤率の動きを通じて生産の増減が行な

われるとされていた。

しかし現実には，坐産期間が，大如分の生虚分野における、支配的長きよりはるがに長い生産部 

門が存在する。このような生産部門は, 長期にわたる生産期間のあいだ,市場に生産物を一切供給

— . 1 f (? 3S)



生産と消費の矛盾⑷ •
することなしに，生産手段や労働力を需要しつづけるという特徴をもっている。

「生産期間（労働期間とは異なる）が長期にわたる凡ゆる產槳部門では，その期間中，資本制的

生摩者によマて，一部は充用労働力の支払に，一部は消費されるべき生產手段の購入に，たえず貨

幣が流通に投入れられる。かくして，生産手段は直接に商品市場から引上げられ，消費手段のー鉍は

自分の労賃を支出する労働者によって間接に♦一部は自分の消費を中止することのない資本家自身

によって直按に. 商品市場から引上げられるが，これらの資本家は，さしあたり同時には，商品で

の等価を市場に投入れない。この期間中は，彼等が流通に投じた貨幣が，商品価値……の貨幣化に

役だつ。との契機は，発展した資本制的生産においては，鉄道や運河やドックや都市の大建築物の

建設とか，鉄船の建造とか，広範囲にわたる土地の排水などのような,株式会社などによって営ま

れる長期的企業©場合に極めて重要となる。J 
, (18)

それゆえ，生産期間の長い部門では，市場を上廻る投資• 生産が行なわ;a たとしても,その成果 

たる供鈴物が市場にもたらされるのは，：長い先であるから，長期にわたる生產期間めあいだ中，供 

給過剰を鐺呈することなしに，関連部門に対して需要を創出しつづける。したがって，この毛いだ

は , この市場を上廻る投資• 生産に支えられて，関連部門の生産拡大が継続していくことになる。
. . . . . . .

( 2 ) 生産期間の長いものは，自然的成長に依存する農林畜産業におけるものをのぞけば，一般 

に，巨大な工場，鉄 鋼 • 造船 • 電力部門等の巨大設備，鉄道 • 港湾 • 道路等（工場内施設の一環であ 

る場合と，運輸業の固定資本である場合がある）， きわめて耐久的で• 巨大な労働手段（固定設備）の生 

産 （建設）に多い。それは，多くの生産分野に原材料• 原動力 • 燃料を供給する巨大な基幹的I 部門 

(Iu，部門であると同時にI«n，部門であり, さらにn部門でもある場合もある）の労働手段（固定設備）で 

あるか，あらゆる生産物や人間の運輸を行なうための固定設備であることが多い。

そレて，これらのほとんどの場合は，それらの固定設備投資を行なう企業によって発疰され,そ 

の特定企業の固定設備として生産（建設）されるところのいわゆる注文生産である。 それゆえ， 

市場をこえた投資• 生産という問題は，ここではこれら労働手段を設置する部門-一- 製銑♦製鋼設 

備 • 大工場 • 港湾その他運搬設備等を設置する銑鏑部門，ダム建設を行なう電力部門等一におい 

て ， 市場をこえる投資• 生産が行なわれるが，それら労働手段の生産（建設）に長期間を要するた 

め，鉄 鋼 • 霜力部門の供給増太をともなうことなしに，その労働手段の生産（建設）によって需要 

が継続されていくという問題としてあらわれる。以下では，かかる一般的傾向を考えて，この問題 

を，ある生産部門で追加投資が行なわれた場合, 生産開始にいたるまでの固定設備の生産（建設） 

期間が長いという観点から問題とチる。 .
なお，鉄道等の運輸業は，その一部は，各生産部門の“生産の延長”としての運輸を行なうが，同時 

に旅溶を連ぶサ一ビス提供を行なう。したがってこの運輪業における鉄道敷設等に対する固定資本

注(18) Das K ap ita l,II, SS. 4 8 1 - 2 .訳，II，625〜6頁。

 l o (734) *-----

生産と消費の矛盾⑷

投下は，生産部門としての運輸業め固定資本投下であると同時に，サービス部門の固宏寶本投下で 

あるとみなされる。本章では，サービス部門は捨象しているが, 資本主義め発展につれ，各種のサ一 

ビス部門が増大し, その固定資本投資も一定の役割を演じるようになる。これは生産のための労働 

手段とは異なる機能をはたすとみなすべきであるが. サービス部門用建物，鉄道等，素材的には穷 

働手段と同じものも少なくなく，したがって，サービス部門による固定資本投資は, IF部門に共通 

した作用をおよぼす。

( 3 ) もちろん，. 生 産 (建設）期間はいかに長くとも，必らず終りがある。 固定資本の建設が完 

.了すれば，生産が開始され，生産物が市場に供給されはじめる。したがって，ある部門で市場拡大 

，を上廻って，追加投資による生産拡大が行なわれた場合，この過度なる投資による自部門への需要 

拡 大 の “はねかえり効果” が無視しうる程度であるとすれば，供給過剰は不可避的である。そこで 

は，供給過剰が固定資本の長期の建設期間によって隠蔽されていたのが，固定資本の建設完了，坐產 

の開始•完了によって顕在化したものということができる。この供給過剰の顕在化は，当該部門の追 

加投資の中止 • 固定資本の建設の中止を余儀なぐするであろう。 これは，長期の生産（建設）期間 

における一方的需要の継続によって，直接，• 間接に誘発された投資拡大が大であればあるだけ,直 

接 • 間接の関連部門に対して大きな反作用を与える。 ：

このように，生 產 （建設) 期間の長いということは，長い期間にわたって，購買と販売を分離さ 

せることによって，生産を市場の諸条件から独立して拡大していくことを可能にすると同時に，あ 

る期間の後には供給増大によって拡大に対する制約をもたらすにいたることを意味する。このこと 

，は，第 5 節⑶でみたところの新生産部門—— 既存部門の市場を侵蝕して自己の市場を拡大していぐ 

渐生産部門—— の形成と類似した問題をふくんでいる。 '
しかしながら, このような生産（建設）期間の長期性による作用に注目するあまり， この特殊性 

をもって，不均衡の潜在的激化をふくんだ拡大= 好況，生 產 （建設）如間の終了にと4 なう不均衡 

.の顕在化= 好況の終焉，と考えるのは誤りである。 、

固定資本の生産(建設)期間の長い部門の多くが属するI 部 門 （とくに多くのI 褅門に生産手段を供給

注 ( 1 9 ) たとえば，A . べナリは，産業循環の物質的S 礎とし：< 固定資本の再也産の特殊性に注目するが，分析において, 
中心論点が; この生産(建設)期間の長期性にむけられる。投資活動の開始ととれら投資による生產拡大の完成との間 

の期間が. 好況の屈_ からそ,の終焉= 現実的過剰生産め出現にいたる期間を意味するものとされ，新工場ないしは拡 

大された設備の生産が完成することによって，生産物供給が突如として増大するとともに，投資財への需费が減退し 

ていくところに，■恐慌め爆発め鉴礎がもとめられる。 Arne Benary, Zur Periodizitat der zyklischen Krison im 
vormonopolistischen Kapitalismus..(“W(rtsclmft8wissenschaft’’‘ Heft I. 1954, SS. 63-^-80.)
なお， マルクスは， 生産期問の長期にわたる部fuJについての言及において，「たえず生産資本の諸要素が市場から 

引上げられ，その代りg 貨幣等伽だけが投げいれられる」ことにともない，崩壊泡前の活況的状況がもたらされるこ 

とを指摘している。(Das K apital,II, SS. 314〜6 .訳，II, 410〜2頁。）このことが，べナリ等の見解をうみだす背最 

になっていると推察されるが，しかし，マルクスのこの指摘は，生産期間の長期にわたる部門の存在が, 好況を倍/JU 
サる袈因となること，またそれが好況の終膜の一契機となりうることを指摘したもめにすぎない* ：

一—— 19 (735)
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する基幹的なI m 部門）においては，市場をこえて投資拡大• 生産拡大が行なわれたとしT も，それ.- 
を起点としてI 部門内部の諸部門の投資拡大• 生産拡大が促されていくとするならば，自部門の市 

場を拡大する“はねかえり効果”が生じ，供給過剰の緩和‘ あるいは供給不足が生じうるのであるし，, 
しかもとこにおいて，固定資本の生産（建設）期間が長期であるということは， このような自部門 

の市場への需要拡大の“はねかえり効果，，が充分現われてくる時間的余裕をあだえる役割をはたすこ 

とになるのである。-— こうした点も，新生産部門の形成と共通している。

もちろん，このように自部門の市場の拡大により供給過剰が生I；なかったとしても，そこで問題. 
矛盾が解消されているわけでは決してないc その時点で供給過剰が生じなかったのはv:あく童でも 

「I 部門の不均等的拡大j の進展 • く生産と消費の矛盾〉の進展によってのみ可能であらたのである。， 

その時点で，供給過菊!が生じなかったとしても，もしその部門で,その後固定資本の追加投資を止 

めるとすれば，その固定資本を生産するI 部門 • その関連部門で，過剰が生じることになるのであ 

ぅて，供給過剰がひきつづいて回避されるとすれば, それはその部門で需要を上廻る固定資本の追. 
加投資が継続されることによってのみ可能なのである。後の章でみるように，’諸要因の相乗作用の‘ 
もとで「I 部門の不均等的拡大」が急速にすすむ局面にあっては， このように固定資本の生產（建 

設）.期間の長い部門で, 生産拡大後に供給過剰が生じないばかりか,ひきつづいて追加投資が行か 

われていくこともあるが， これについては， これが「I 部門の不均等的拡大」の深化 • く生産と消； 

費の矛盾〉の深化の基礎上において可能となっていることを充分認識しなければならない• •
それゆえ，生 產 （建設）期間の長期性にふくまれる拡大への反撃要因についても，第 5 節⑷でひ

新生産部門形成にかんする注意と同じことが指摘されねばならない。

. . , ' • ..' '

( 3 ) なお， 固定資本の生産 (建設）期間が長ければ長いだけ，生産物の販売に先だって資本を 

投下しつづける必要が増大するので，これら部門では，概して信用への依存の傾向が強まる。とく 

に，かかる部門は，一般的に，その長期性を別としても：投資規模•生産規模の巨大な場合が少な 

くないので，これら両要因があいまって信用への依存を強めることとなる。それゆえ, これら部門，

で追加投資が行なわれる過程は，以上でみた問題と同時に，第 3 節でみたところの問題---------方的

販売を上廻る一方的購買の進展によって社会の利用可能な資本を利用しっくしていぐという問題， 

— を深化していく点に注意しなければならない。

マルクスは，生産期間の長期性のはたす作用の一つとして，つぎの点を指摘する。

. f * •一方では貨幣市場の逼迫が生ずるのであるが，逆に貨幣市場の緩慢终またかがる企業を大 

’ 量的に生ぜしめ，したがってまさに, のちに貨幣市場遥迫の因となる事情を生ぜしめる。貨幣市場 

が圧迫されるのは, けだし，この場合には大規模な賀幣資本の投下がたえず長期間にわたって必獎.
たからであ■る。j ■

(20)

注(20) Das Kapital,II，SS. 314〜5 . 訳，II, 411見
~一一 20 (736) 一-
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r .資本制的生産の基礎上では，長期性の尨大な操作は長時間にわたる貨幣資本の投下増大を 

生ぜしめる。だから，かかる部面でP 生産は，個々の資本家が貨幣資本を自由にしうる限界に依存 

する。この制限は，褕用業，およびこれと関係のある会社たとえば株式会社によって打破される。 

だから，貨幣市場における混乱はかかる事業を停止させるのであるが，他方，この同じ事業そめも 

のがまた貨幣市場における混乱を惹起する。j

( 4 ) 最後に，以上の問題が，生産期間が長いという技術的特性そめものに原因があるめでは決 

〜してないこと力'；注意されねばならない。もちろん，いかなる経済体制めもとでも，生産期間が長け 

■•れば，その間生産物を供給することなしに，社会的生産物の一部を需要しつづけるということはあ 

るが，しかし，そのことによって，社会全体の再生産に対し，上にみナこような作用があたえられる 

) いうめは，あくまでも資本制生産固有の現象である。このことについて，マルクスがつぎのよう

:な住意を与えているの.が注目される。

广資未主義社会でなく共産主義社会を考えてみると，さしあたり貨幣資本がぜんぜん見られず，し 

、. たがって. 貨幣資本を通して入りきた:る取弓丨上の变装も見られない。事態は単純に次ぎのこと—— " 
すなわち，社会はあらかじめ. たとえば鉄道敷設のように，一年またはそれ以上の長期間にわたり 

生産手段も生活手段も提供せず何らの効用も提供しないが，しかも年々の総生産から労働や生産手 

段や生活手段を弓丨上げるような事業部門にたいし. 何ら<6破綻もきたさないで何ほどの労働や生産 

手段や生活手段をふり向けうるかを計算せねばならぬ. ということに還元される。これに反し，社会 

的悟性がいつでも後からでなければ効力を生じない資本主義社会では，たえず大きな混乱が生じう 

るのであ、 また生ぜざるをえない。一方では貨幣市場の逼迫が生ずる……他方では，社会におけ.
る自由にできる生産資本が逼迫する。(22「」

(n)
• '• -

( 1 ) 商業資本は，独自の資本をもって，資 本 の 循 環 の 一 部 た る を ，産業資本に代って 

て行なうのであるが，W ^ G 7 が商業資本の独自の機能として産業資本から分離されていくことは，

;産業餐太をして，販売の諸条件からある程度独立して生産を行なうことを可能とする。

産業資本にとってはrW’ が決定的消費者によって購買されたか， それを再び販売するつもりの 

商人によって購買されたかは，难態に直接には影響しなぶ、。」のであるから，産業資本は，自らの生 

産物を商業資本の手に渡しさえすれば，生産竽段 ‘ 労働力を購入し，あらたな生庫過程の反覆• ま 

たは拡大を実現することができる。つまり，商品が座業資本から商業資本の手に渡ることと，その 

商品が「決定的消費者J ，販売されることとはi 「時間的にも空間的にも全く分離されたものであり

注( 2 1 ) a. a. 0., IJ，S, 3 5 9 .訳，II 465貢。 …
(22) a, a. 0 . , II, SS. 3 1 4 - 5 .訳，II, 410〜1良
(23) a. a, 0„ II, S. 7 1 .訳，II，100頁，
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う(I)」のであり, したがって，「西生產過程は， それから押出された商品が現実には個人的または 

生産的消費に入りこまなくても，特定の限界内では同一または拡大された規模で行われうる。」ので
(25)

ある。

( 2 ) 市場が全般的に拡大傾向をしめし，価格の騰貴のつづく好況期で'は,市場の拡大を見込ん

で，商業資本は，可能なかぎり，商品の職入を城大しようとし，商業資本自体が「決定的消費者」

への販売以前に購入を行なう度合を強めるので，ここに，現 実 の 「決定的消費者J による需要を上

嘴e」が形 
(27)

廻るところの「仮空な需要 eine fiktive N achfragei• r見込需要 die prospektive Nachfra^
成されることとなる。生産過程と流通過程の「分離」• それぞれの「自立化」にもとづいて，生産が流

通 ’ 現の諸条件から「独立して」拡大してぃくことが倍加•促進されてぃく。 之

以上のようなことは，商業資本が信用によって購入しうるという事情や，商業資本と「決定的消

費者j の間にさらに商人が介在することが少なくないという事情によって一層強化される。また，

市場が遠隔地にまで拡大していることt ，多様な r決定的消費者j をもつ広大な市場であることもt
以上のような「見込需要」の形成 • 増大を促進する。

こうして，「商人資本は， その自立化によって，特定の限界内では再生産過程の諸制限から独

立して運動し， したがって再生產過程そのものに諸制限を突破させる。j のであるが，かかる再生
AV (28)

産過程の拡大は，産業資本の' ^ の上昇を通じてr r 部門の不均等的拡大」の倍加という方向にお 

ける拡大である。 •
もちろん，商業資本が’「自立化J したとしても，商品がいずれは「決定的消費者J に販売されね‘. 

ばならないという事情はなんら変らないのであって，商業資本の「自立化」の基礎上で，産業資本が. 
「決定的消費者Jの需要から「独立して」生産を拡大していった結果は，いずれは，生産拡大への反作 

用として現象せざるをえない。

しかしながら，この点についても，生 産 （建設）期間の長期性の問題にかんして（1 ) - ( 3 )で指摘 

したのと同じことが注意されねばならない。

マルクスは，しばしば商業資本の自立化による再生産過程の膨脹とそれにともなう攪乱を，恐慌 

の爆発と関連づけてとりあげているが，これらは，それが恐慌の一つの契機となりうることのみを

注(24) a. a. 0„ II, S. 6 5 . 訳，II, 92H。 J
(25) a. a. 0., II, S. 7 1 . 訳，I I , 100見
(26) a. a. 0., I ll, S. 3 3 5 .訳，III, 434H。

(27) a. a. 0., I ll, S. 3 3 6 .訳，III, 435H。 ,
(28) a. a. 0., I ll, S. 3 3 5 .訳，III, 434Ha
( 2 9 ) マルクスは，（注28)の文にひきつづいてつぎのようにいう。「内的依存性と外的扭立性とは,商人資本を一つの点 

一一そこでは内的関迚が暴力的に恐慌によって洱迚される点にかりたてる《

?搬がまず现われ勃発するのは，莳接的消物こ関々•する小売業においてではなく，卸売業と，その手に社会の貨幣 

資本を提供する銀行との部而においてだという,恐说の现象はここに山来する，j (a. a. 0., I ll, S. 3 3 5 .訳, III,.
一 22 {Y38')-----
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指摘したものとして理解すべきであろう。

- ‘ .

( 3 ) 最後に，きわめて現実的な範_ ではあるが，以上の問題との関連で，投 機 （SpekulaUon) の 

介入が以上でみた生産過程と流通過程とゐ分離を一層倍加するうえにきわめて大きな役割を演じる 

ことを補足しておく。

投機>•は，W7—G7 を代行し，剰余価値 • 利潤の一部を取得するという商業資本め_ 能とは異な 

り，価格騰貴それ自体によって利得を得ることを目的として商品の売買を行なうごとと規定される。 

そこでは，予想される価格騰貴を期待した購買 . 一時保管や，価格の一層の騰貴を目的とし’た貿い 

しめ • 販売の一時停止が行なわれるので，購買と販売との分離は，故意延長されることになる。

投機業者が，将来の価格騰貴を予想して，あるいは，ヨリ積極的に買占め.売りどめによる価格 

騰貴め促進を意図して，投機的買付けを行なえば行な6 だけ，産業資本の商品め流通過程への投入 

，と，その商品の「決定的消費者」への販売との分離は，量的にも時間的にも，ますます増大し，「饭 

空な薷要」. 「見込需要」に支えられての「I 部門の不均等的姑大J はますます促進されてし、く。し. 
たがっでまた，投機的買付がすすめばすすむだけ，投機丨こよる流遍過程内部の商品滞留をめぐって， 

拡大に攪乱が生じる可能性も増大する。

ところで，投機は，一応商業資本の本来的機能とは区別されるとはいえ，本来計画経済ではない 

資本制生産にあっては，商業資本は市場め変化• 価格の変化を予測しづつ，最大眼の利滴を得よう 

としているのであるから，商業資本めWし G，の代行自体に，.投機的要素が入りこんでいるのであ 

って，投機をそこから純粋に区別することは困難である。全体的な市場拡大傾向のもとで価格騰貴 

が予想されれば，商業資本は，自己の資本と信用による購買力め許すかぎり，購買を増大しようと 

するのであって，すでにみた好況期における「見込需要」• 「仮空の需要j をうみだす買付は，投機 

と共通した性格のものといえよう。あるいは，かかる局面では，産業資本も生寧手段の購入を必要 

以上に前もって行なっておこうとするので，産業資本によって「投機的な在荷形が行なわれる 

という問題もあ？)。 しだがって，投機の問題は，投機の機能をもっぱら行なうものと' して現われる投 

機業者 • 投機的商人においてもっとも鋭く現われるし，その考察はそれによって純粋に把えること 

ができ;？)のではあるが，現実においては，商寒資本•産業資本における投機的行為をもふくめて問

434〜5頁。）

また(注25)の文の少し後にはつぎのよ5 にいう》 •
「……かくして， 剰余価値の生産したがって資本家の値人的消费も地大し，全再生産過程が隆盛を極めながら，し 

かも商品の一大部分は外観的にのみ消费に入りこんだのであって，現実におV、てはW販売者の手に売れなV'まま横た 

わる_ _ • つ ま り啡实上ではまだ市場にある一 ■ということがありうる。いまや商敁の流れに流れがつづき，ついには， 

さきの流れは外觀的にのみ消效によって呑込まれたのだということが明かになる。諸商品資本は市勘で互に席を♦ 
う。」……この後に「?脑の勃発 j にかんする叙述がつづく。 (»• a. 0 ‘，II, SS. 7 1 -2 . •訳，I I , 100〜1貝。〉

注 (30) Das Kapital, III, S. 5 6 0 ,訳，III, 728頁， .
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題を把える必要がある。（投機の問題が，きわめて現実的な運動にかんする問題であるにもかかわらず*こ亡 

で言及した理由はこの点にある。）

- •  ■ ' へ • . 丨 ， .： _ : . . .
， あ と が き

( 1 ) 再生産表式分析は産業循環• 恐慌分析の一環としていかなる意味をもってい; のか，苒生 

産表式分析は界慌論体系においていかに位置づけられるづ.きか，..—~ ^この問題は，前世紀より国内 

外においてくり返し問われつづけてきた難問である6
この問題に対する充分なる解答のためには，恐慌論体系のすぺてがしめされなければならないが， 

本章の枠内でも，筆者の解答のア ウ トラインはほぽ_らかにするこふができたと思われる。

この問題にかんする従来の諸見解に対する筆者の批判の基調• 本章における問題意識はつぎの点 

kこぁっすこ。 すなわち, r 資本論j 第 2 部第 3篇の拡大再生産にかんする表式分析には，不充分た点, 
未解決な問題が残されており，表式分析としてなお究明すべき余地が大きいこと。 したがハて，従 

来の論議における,ようにi 等 J等第3 篇の拡大再生産分析の範四内で，再生產表式分析の恐慌分析 

における意義や位置づけを問題とすると， 論議に不明確さや混乱が生じるということ。したがって， 

第 2.部苐3篇の分析の甚礎上に，そこでの問題指摘や示唆を吸収しつつ，拡大苒生產表式分析を深 

化させ, その深化させた内容において，西生産表式分析の意義や位置づけを問わなければな ら な い 

ということ。■— 以上が上の問題についての筆者の問題意識であった。

それゆえ，本 章 「く生産と消費の矛盾〉と 再 生 産 表 式 q 中心課題は，『資本論』第 2 部第 3篇 

の範囲をこえて，毕木再生産表式分析が，恐慌の「究極の原因」としてのく生産と消费の矛盾〉に 

ついて，何をしめしうるのかという点を明らかにすることにおかれている。

また，苒生産表式分析の産業循環•恐慌にかんする意義づけについても，本章でのそれは以下 

にみる々ルクス自身による評価一 ，資本論』第 2 部第3篇の分析• とくにその莛調をなす単純再 

生産^>析を念頭において考えられたと推察されるところのマルクスの評価一 _ とは異なるものとな 

づている。 '

第 2 次大戦後のわか国の研究においては，表式分析にかんする研究の部分的深化があったとはい 

え，苒生産表式分析の恐慌分析における意義づけにおいては，越調としては，いぜんとして『資本 

論』第 2部第3篇を対象とし，それにかんするマルクスの評価をそのまま容認 • 継眾してきている 

といえよう。それゆえ，本章‘の最後に，マルダス自身による評価に言及することによって，筆者の 

立場をヨリ明らかとし，本章の内容を補足することとしたい。

(2) W 生産過程の分析と恐慌分析との関速にっいて，

—— 24 (觸 ——

ルクスがまとまつだ見解をのべている

職 H—a W i

r i t e

生處と消費の矛盾⑷

のは，r剰金価値学説史』のみであって，『資本論』第 2 部第 3 篇の再生産表式分析を行なった時点 

での考えは，第 2 部第3篇の内容そのもの，あるいは部分的な言及より推測するより他はない。筆 

者の推測にそくしていえば，f経済学批判要綱j において萌芽的にのべられ，1•剰余価値学説史j -で
. . . ノ  (3D . —

明らかとされた以下のような見解は，第 2 部第 3篇の分析において具体化していると考えられるし，

その分析時点でも,この見解は驻本的には継承されているとみてよいセあちう。

ブ剰余価値学説史j では，「資本の苒生產過棒」の分析をつうじて，つぎの点が明らかになるとい 

われる。

「資本の西生産過程」• 「総商品資本」の 「変態」を考察すると—— .
' 「商品の変態j にふぐまれているところの*'… •恐慌の一般的可能性—— 購買と販売との分—
は，資本が商品でもあるかぎり, そして商品以外のものでないかぎり, 資本の運動のなかに今合ま.
れている。」さらにそのうえ，「，….購買と販売との分離はここではさらに進んで次のように現われ

る。すなわち，一方の資本の商品形態から貨幣形態への転化は，他方の資本の貨幣形態から商品形

態への苒転イ匕に対忠しなければならず，一方の資本の第一の変態は他方の資本の第二の変態に，—
方の資本の生産過程からの離脱は他方の資本の生産過程への復帰に，対応しなければならない. と '

いうように。，別々の資本の再生産過程または流通過程のこのようなからみ合いともつれ合いは，分

業によって一方では必然的であり，他方では偶然的である。 こうしてすでに恐慌の内容規定de
Irkhaltsbestimrmlng der krise は拡大されている。」 "

(32)

• 「資本の総流通過程またはその総再生産過程は，資本の生産部面とその流通部面との統一であり. 
両方の’過程を自己の諸部面として琿過するところの一過程である。この過程のなかに,さらに発展 

した恐慌の可能性またはその抽象的な形態が存在する。だから，恐慌を否定し去る経済学者たちは,
このニつの部面の統一だけを固執するのである。仮りにこの二つの部面が一つのものであることな

注 ( 3 1 ) マルクスは，すでに『経済学批判翅綱』で，後にW生産表式分析で明確にされていく諸関速についてふれ，1'生産力 

発展のあるあたえられた地為j では，也産物が「原材料，mmm,必要労働，剰余労働j に対応する諸部分に分割ざ 

れる比率があた足られ，したがって「総じて各資本が交換されるばあいの割合があたえられているのである」 と指摘 

した後につぎのようにいう。

「交換は絶対的には, これらの概念的には相互的に規定された諸契機に一つの無関心的な定在をあたえる,これら 

’ の諸契機は相互に独立して孩在している。それらの内的な必然性は，それら相互の無庚】心的な外観を暴力的e おわら 

せるところの，恐慌の形で現れるi。j K. Marx, Grundrisse der Kritik der Politiechen Okonomie (Rohentwurf) 
1857〜1858, SS. ,347〜8•高木幸ニ郎 藍訳 f経済学批判耍搁j  II, 377〜S頁。

(32) K.’Marx, Theorien tiber den Mehrwert (Vierter Band des “Kapitals”)，II, Marx/Engels, Werke, Bd. 26-2, 
Dietz Verlag, Berlin, 1967, S. 5 1 1 . « ■剰余価値学説史j (マルクス= ェVゲルス全集. 大月書店）26-11, 690頁。

また, この文に先だち，つぎのようにもいわれる。

「……資本の洱生産過程（これは資本の流通と一致する) を考察する場合には， まず，前記の諸形態（恐焼の「油 

象的な形態j たるぼ一の形 ® 产 「脒買と販売との分離J と 「支払手段としての貨幣の機能j にふくまれる「第二の 

形態」—— 弁村）が雄純に繰り返令れることが, というよりはむしろ前記の諸形態が，ことではじめて一つの内容を. 
すなわちこれらの形爐がそれに驻づいて自己を表明しうる- つめ逛礎を，獲得することが,証明されなけれぽなら 

ない。j (a. a. 0 ‘，S. 5 1 1 .訳，690H。）

あるいはまたつぎのようにもいう4 「商品流通において発肢し, 貨幣流通においてさらに発展する諸矛盾—— 冋時に 

，恐^ の諸可能性—— は，おのずから资本においてW坐鹿される。というのは，实際には，資本の驻礎のうえにのみ， 

発展した商品流通と貨幣流通とは行なわれるのだからである。j (a. a. O., S. 5 1 3 .訳，6昶〜3頁。）

以上のリI用文はすべて，内容の同じものとみなされる。
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しに分離されているだけだとすれば. 両方の統一の暴力的な回復，すなわち恐慌は，まったくあり 

えないであろう。また仮りにこのニつの部面が分離されていることなしに一つのものであるだけだ 

とすれば，暴力的な分離，これもまた恐慌であるが，これもありえないであろう。恐慌とは，独立 

イ匕した諳契機のあいだの統一の暴力的な回復であり，また，本質的には一^のものである諸契機の 

暴力的な独立化である。J
(33)

' 『資本論』第 2 部第 3 篇では，固定資本の塡補•蓄積部分の転態をめぐる一方的購買と一方的販売

の分離の可能性に言及した後につぎのようにいわれているが，この見解も，上の見解と基調を同じ

くするものといえよう。 （前稿(3)42頁，注40を参照）

「商品生産が資本制的生産の一般的形態だという事実は， 貨幣が流通手段としてばかりでなく貨

幣資本としてもそこで演ずる役割をすでに含み，正常的転態のための，したがって苒生産…..の正

常的経過のための，資本制的生産様式に独自な特定の諸条件を生みだすのであるが，これらの秦件

はまた， それと同数の.異常な経過の諸条件すなわち恐慌の可能性に転変するンけだし. 南輪は

一一•資本制的生産の自然発生的姿態のもとでは—— それ自身一つの偶然だからである。j (前出）
(34)'

マルクスは，恐慌を，「内的に非自立的……なものJ • 「相互に一体淦成す関係にあって分離しえ
(35)

ない諸契( g j が外的には「自立化J • 「独立化J して発展していき，それらの r自立性J • 「独立性」 

が 「暴力的に破滅させられ」 . それらの「内的統一」の 「暴力的な回復」が強制されるものとして 

把えてい(為。そして，r恐慌の最も抽象的な形態」を，「商品の変態そめもの」に内在する「販売と

購買と.の分離」のなかにもとめている。
(38)

上の諸引用文でマルクスが社会的総資本の再生産過程の分析の意義として指摘するのは，再生産 

過程の分析によってはじめて, こ の 「商品の変転J •「販売と購買との分離」が資本の運動のなかにつ. 

ねにふくまれているものであることが明らかとなり，さらにこ の 「販売と購買との分離」を単なる 

商品流通一般においてではなく，資本の形態転化の対応関係，生産過程と流通過程との対応関係に

注 (33) a. a. 0„ S. 5 1 4 .訳，694頁。

(34) Daa K apital,II, SS. 5 0 0 - 5 0 1 .訳，II, 651頁。

(35) 堆純な商品交換における販売と購買との関迪についてつぎのようにいわれている。 へ

「内的に非店立的-----というわけは相互に補见しあっているからである—— なものの外的な自立イ匕die auBerliche
Verselbstandigung der innerlich Unselbatandigen が特定の点まで進行すると，統一 die Einheit が，一iの恐慌を 

通して暴力的に自己を主張する。j  (Das Kapital, I, S . 1 1 8 .訳，I, 234頁。）

(36) K. Marx, Mehrwert, II, S. 510. •訳，26-11,688頁。

(37) 「••••••全体の部分を成している諸契機の独立化は，暴力的にのみ， 破壞的な過程としてのみ，現われることができ

る。それらのものの統一，逸ったものの統一が突証されるのは，まさに通d荒においてである。相耳に措成部分を成し 

袖足し合っている諸契機がお-互いに対して取るところの独立性は，芻力的に破滅させられる。こう.して，恐慌は相互 

に独立した諸契機の統一を明示するのである。ク咖上は互いに無関係なもののこのような内的な統一がなければ，恐 

慌は起こらないであろう。」（Mehrwert, II, S. 5 0 1 .訳，26-11, 676頁。〉

f ‘…• • ■ とは，すでに相;ZDこ独立化した也座過程の諸局面の統“を暴力的に贳撤させ令こと以外のなにものでもな 

いのである。j (a. a. 0., S. 5 1 0 .訳，688JQ
(38) K‘ Marx, Das Kapital, I, S S .118〜9 .訳，I, 233〜傾。Mehrwert, II, SS. 508〜511 ,?凡 26-11,686〜 9頁，等-
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おいて把えることができるということである。

.事実^ 『資本論』第 2.部第3 篇の再生産表式分析ゆ，社会的総資本の生産物の価値的•素材的塡 

補の諸関連■~ー 「三大支点」に総括的にしめされた，資本流通相互の絡みあい，資本流通と所得流 

通の絡みあい，生産と消費の絡みあい一 ~を明らかにするとともに，他方これら各部分の転態が貨 

幣流通によって媒介されるものであり，これらの絡みあし、• 補足しあう諸契機が「分離」• r自立化j 
していぐ可能性をふくんでいることを明らかにしている。資本制生產において，個別諸資本が全く 

「自立化j した運動を行ない，生産と消費が「自立的」で 「対立」した運動をすることを考えれば， 

表式のしめす「非自立的」な諸関連のなかに， 「自立化」した諸契機が「非自立的」な諸関連にお 

かれている矛盾がふくまれていることが明らかであるし> 表式のしめす「正常的経過j のための諸 

条件がすべて「異常な経過の諸条件j でもあることが明らかである。

.- ■ . •

( 3 ) ところで，恐慌を, 「非自立的」な諸契機の「自耷化」の発展 . それらの「内的統一」の 「暴 

力的な回復」として把え.る場合，きわめて重要なことは，そのような関連• 矛盾を，生産と消費匕 

おける関連• 矛盾を基軸として把えねばならないということである。

恐慌の「究極の原因j が 〈生産と消费の矛盾〉にあるというのは，上のような表現にそくしてい 

えば，生産と消費とは「内的に非自立的」で • 相互に補完的な関連にあるにもかかわらず,資本制 

生産ではそれらの「分離」• 「対立」という特徴が支配しており > 生産が消費かち「自立化」して • 
「無制限的」拡大をとげていってしまうといラ矛盾に，恐 慌 の 「究極の原因j があるということであ 

る。もし，生産と消費とが全く無関係な• 別個のものであるとすれば，生産が消費からr自立化j  
して . 「無制限的j 拡大をとげたとしても，そこに矛盾が存在するはずはない。 したがって，く生産 

と消費の矛盾〉の把握においては，生産と消費とが内的には「非自立的j であるということの内容 

を明らかにしたうえで, それを理論的基準として，生産の消費からの「自立化」• 「独立化j の内容 

を明らかにすることが不可欠なのである。

そしてこの観点から，ず資本論』第 2 部第 3 篇の分析をみると，単純再生産分析をS 調とした第 

2 部第 3 篇では，⑵にのべたような意味において，’準純再生産表式における虫産と消費の絡みあい 

と貨幣流通の媒介とを通じて，両者の相;5：補足的関迪とそこにふくまれるそれらのr自立化j の可 

能性をしめしているといえる。 ' •
しかしながら，本章でしばしば強調してきたように, 拡大苒生産における生産と消費の「非自立的_j. 

関連の解明は，第 2 部第 3 篇の拡大苒坐產表式のしめす「三大支点j の諸転態, I(v +mv+mk) =  
n(c +  m c )という条件のみではきわめて不充分であるし， また拡大洱生産における生産の消費がら 

の 「自立化」についても，そこでは決して明確になってはいない。1(c)♦ I(c+ me) の流通の特殊性に 

ついての指摘が一応あるとはいえ，その内容は不明確である。
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それゆえ，『資本論』第 2 部第 3 篇の分析の枠内で， 恐慌分析との関連を論じると， 資本制的再 

•生產過程にふくまれる「購買と販売との分離」の可能性が指摘されるにとどまり，そこにおいて， 

年率々す轉ゲ非自立的」関連とその r分離」. 「自立化j という主要な関連が，単なる「諸契機j の「分 

J t j •「自立化j の一っとして軽視されたり，あるいは欠落してしまう危険性が大きい。I(v+mv+mc)  
g n ( c + m e )という部鬥間不均衡めみを注目するV、わゆる不比例説の誤り，それを批判する側の批 

:判の不明確さ一部門間不均衡と〈生産と消費の矛盾〉 との区別の不明確さ—— はこれを反映する 

•といえよう。また，いわゆるレーニン表式の「I 部門の優先的発展」が，く生産と消費の矛盾〉を 

:しめすものとして評価されていづたのは，かかる限界を補なおうという:意味をもっていた.と推察さ 

.れるが，かかる評価め誤りは第4 節で指摘したとおりである。

( 4 ) このようにみてくると；産業循環 • 恐慌分析における苒生産表式分析の意義は，『資本論』 

#  2 部第 3 篇の分析の基礎上に，拡大洱生產における生産と消費の関連にかんする分析を深め，

く生産と消費の矛盾〉にっいてヨリ積極的なものを提示することによって， 検討されねばならない 

ことが明らかである。

本章の中心課題はこの点にあった。

本章の中心部分たる第2 • 3 節では，拡大苒生産における生庳と消費の「照応j 関係の考察を通 

1じて，拡大再生産において生産と消費が「非自立的」関連にあるということの意味を明らかにする 

.とともに，それを理論的基華として， I 部門の生産が消費から「自立化j して，消費'と の 「照応」

;関係を破って拡大してい く 「(生産力不変〉 I 部門の不均等的拡大」の構造とそれを急激に促進して 

，いく メ カ ニ ズ ム を 明らかにした。つまり，資本制的：pj生産過程には，ある期間にわたって，生産が，. 
制限された消費のもとでも，消費かを独立して「無制限的」に拡大していく甚盤のあること> 寸な 

:わ ち 〈生産と消費の矛盾〉の屈開基盤のあること，を明らかとした。同時に，かかる「I 部門の不 

均等的拡大」の深化 • 促進は，その終焉の生じうる菡礎や終焉の契機となりうる諸要因をうむとい 

•うことも，—— それはなお，終焉のS 礎や可能的契機でしかないが—— 指摘した。

それゆえ，搏生摩表式分析の産業循環:♦恐慌分析における意義は，上にみたマルクスによ令評她 

よりも，本章に抽いては，はるかに横極的なものとなっている。本章での評価は，々ルクスの評価 

.におけるような消極的なもの一 一 式にしめされる「正常的転態」のための諸条件はすべて「異常 

.な経過」のための諸条件でもあり，生産諸部卜】間の相互関連 • 生産と消費の相互関速匕は， それ 

ら の 「内的に非回立的」諸契機が独立化し，分離していく可能性がしめされているというような/
' 消極的なものではない。 ，

■ ' — ' . . . , .
< 5 ) もちろん，.博生產表式論がく生產と消费の矛盾〉にっI 、てしめしうる’ものには限界がある
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のであって，本章の分析は，すでにしばしば指摘してきたように，再生産表式分析としての限界を' 
もっている。 '
そこではなお，_ 資未の投資行動によってすすめられる拡大再生産め運動はそれ自体として取扱 

われていない。現物更新 • 追邡投資の寒中的出現，有機,的構成の高度化，新部門の形成，等が，い. 
わば与えちれたもめとしてとりあげられ，それぞれの社会的総資本の再生産におよぼす作用が考察 

されるにとどまっているし, したがって，それらの要因も個々バラパラに取扱われているにすぎな:
い 。. ノ: . .  '

それらがいかなる相互関連をもちっつ運動し, それらの運動のもとで「I 部門の不均等的拡大丄_ 
の運動= く生産と消費の矛盾〉の運動がいかにすすんでいぐのがということは，今後に残されている。. 
本章で© 分析と，別稿で行なった，諸資本の競争と投資行動の分析• 次稿に•予定している信用の機 

能の分析とを総括して，「I 部門の不均等的拡大』の運動遍程= 〈生産と消費の矛盾〉の運動過程を 

解明するのが，筆者に残されている課題である。

. . . .  ; .； ■.... ....
付記本稿は昭和45年度慶応義塾学事振興資金による研究r資本蓄積と恐慌 恐慌理論の体系化"一 'J の，

一部をなすものである.

29(745)

职  取 ^ ^ ，抑 於 メ 於 只 : 治 .
ゾ̂ 知 X  \ \ 抓人欺織物公成條从妙tIH

'
 

普

考

書

、

,

5,


